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序　　　　　文

　ガーナ共和国では、産業人材育成は、ガーナ共和国「第 2期成長及び貧困削減戦略（Growth 

and Poverty Reduction StrategyⅡ：GPRSⅡ）」における開発重点基幹3分野の1つとして位置づけら

れています。しかしながら、同国における技術教育・職業訓練（Technical and Vocational Education 

and Training：TVET）は複数の関係省庁が独自の教育訓練を実施しており、教育訓練の内容やレ

ベルに一貫性がなく、かつ各主官省庁による労働力の供給主導となっており、教育または訓練の

内容も理論中心であると産業界からの指摘も多く、産業界が求める人材を育成することが困難な

状況にありました。

　このため、わが国は 2000年から約 1年半にわたる「技術教育計画開発調査」を経て、2007年 4

月から 4年間の計画で、TVET実施機関の組織能力強化及びモデル訓練校の教育・訓練実施能力

向上を通じたTVET実施体制の確立を目標とした技術協力プロジェクト「技術教育制度化支援」

を実施しています。　

　今般、本プロジェクトの 4年間の協力期間の中間期に達したことから、その中間レビューを行

うべく、2009年 8月に調査団をガーナ共和国に派遣しました。調査では、関係者からの聴取・協

議を行い、プロジェクトの進捗状況を把握するとともに、今後の協力の方向性及び教訓の抽出を

行いました。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、本プロジェクト終了までのプ

ロジェクトの運営や、他の類似プロジェクトに活用されることを願うものです。

　ここに、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深く感謝申し上げるとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。

　平成22年8月

独立行政法人国際協力機構

ガーナ事務所長　山内　邦裕
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１．案件の概要

国名：ガーナ共和国 案件名：「技術教育制度化支援プロジェクト」

分野：産業技術教育・職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト

協力期間
2007 年 4 月～

2011 年 3 月

先方関係機関：技術教育・職業訓練評議会（Council for TVET：
COTVET）、パイロット校 3 校

日本側協力機関：なし

他の関連協力：

技術教育計画開発調査（2000 年～ 2001 年）

１－１　協力の背景と概要

　ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、技術教育・職業訓練（Technical and Vocational 
Education and Training：TVET）は複数の関係省庁が独自の教育訓練を実施しており、教育訓練の内

容やレベルに一貫性が薄く、かつ各主管省庁による労働力の供給主導となっており、教育または訓

練の内容も理論中心であるため、産業界が求める人材を育成することが困難な状況にある。このた

め、わが国は 2000 年から約 1 年半にわたって「技術教育計画開発調査」をガーナと共同で実施し、

産業界のニーズに適合したレベルの教育を実施し、所要の技術能力を獲得する需要主導型 TVET の

導入が産業人材育成に対するひとつの方策であるとの結論を得た。

　ガーナはこの提言を受け入れ、職能基準方式訓練（Competency-Based Training：CBT 方式）を自

国の TVET 政策に採用する運びとなり、2006 年 7 月には技術教育・職業訓練評議会（Council for 
TVET：COTVET）設立法が国会で可決成立した。また、同法に基づき 2007 年 11 月には、産業人

材育成の監督調整機関である COTVET が正式に設置された。

　JICA はこうした TVET 実施体制の準備を支援してきたが、COTVET 発足を受け、COTVET を主

たるカウンターパート機関とした技術協力プロジェクトを開始することとしてガーナ側と合意し

た。本プロジェクトは、雇用社会福祉省管轄の国立職業訓練センター（National Vocational Training 
Institute：NVTI）及び教育省管轄のアクラ技術訓練センター（Accra Technical Training Center：
ATTC）とアクラポリテクニック（Accra Polytechnic）を試行校として、各校で機械工学分野（上述

の 3 校において順に、電気 / 電子工学、溶接、プラントエンジニアリング）を支援対象分野とし、

COTVET 等 TVET 実施機関の組織能力強化及び試行校の教育・訓練実施能力向上を通じて CBT 方

式訓練の実施体制を確立することを目標に、2007 年 4 月から 2011 年 3 月までの予定で事業を実施

している。なお、本プロジェクトで導入している「CBT 方式訓練」の定義は、「CBT 方式の概念

を取り入れた本プロジェクトオリジナルの訓練方式」であり、一般に理解されている「CBT 訓練」

と区別するために、「需要主導型 TVET」と呼んでいる。

１－２　協力内容（プロジェクト開始時）

（1）上位目標

　1）需要主導型 TVET を導入する TVET 教育機関が増加する。

　2）資格認定制度が運用されている。

（2）プロジェクト目標

　TVET 実施機関の組織強化、人材育成及び需要主導型 TVET に基づく教育・訓練の試行を通じ、

需要主導型 TVET 導入に係る実施体制が強化される。
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（3）成　果 
　1）成果 1：COTVET が設置され、TVET 実施機関の組織能力及び政策運営能力が獲得される。

　2）成果 2：機械工学分野の需要主導型 TVET が試行校で実施されることにより、TVET 制度化

に向けた教訓が蓄積される。

　3）成果 3：他分野における需要主導型 TVET 実施のための環境が整備される。

（4）投入（中間評価時点）

【日本側】

　1）長期専門家派遣：合計 44.0 人月（チーフアドバイザー 19.6 人月、業務調整員 24.4 人月）

　2）テクニカルオフィサー：合計 55.5 人月〔TVET 実施機関・カリキュラム開発 27.9 人月、TOT
（Training of Trainers：指導員訓練）・パイロット実施 27.6 人月〕

　3）研修員受入れ：国別研修 8 名（2 研修コース）

　4）機材供与実績： 12 万 4,111 米ドル

　5）現地業務費：合計 3,908 万 8,000 円（第 1 年次 1,954 万 4,000 円、第 2 年次 1,671 万 6,000 円、

第 3 年次 282 万 8,000 円）

【ガーナ側】

　1）オフィス ･スペースと運営管理（光熱費・水道）　

　2）カウンターパート配置：中央レベル（COTVET 事務局長）、学校レベル（試行校教員計 17 名：

各校における作業グループ構成員として参加）

　3） 各試行校におけるワークショップ活動経費 （参加者への参加費・交通費、配布資料のコピー

代等）

２．評価調査団の概要

調査者 団　長 佐藤　仁 JICA ガーナ事務所　次長（事業担当）

技術教育・ 中野　頼明 （財） 海外職業訓練協会　海外協力課　技術顧問

職業訓練

技術教育・ 武藤　小枝里 JICA 人間開発部　高等技術教育課　特別嘱託

職業訓練計画

評価分析 坪根　千恵 グローバルリンクマネージメント （株）

  社会開発部ジュニア研究員

調査管理 小島　早永 ICA 人間開発部　高等技術教育課　職員

協力計画 1 若杉　裕司 JICA ガーナ事務所　所員（教育産業班長）

協力計画 2 オウス・ママ JICA ガーナ事務所　在外専門調整員

  （教育アドバイザー）

調査期間 2009 年 8 月 9 日～ 8 月 30 日 評価種類：中間レビュー調査

３．評価結果の概要

３－１　実績の確認

（1）成　果

　各成果（アウトプット）の達成状況は以下のとおりである。

成果 1：COTVET が設置され、TVET 実施機関の組織能力及び政策運営能力が獲得される。

　2007 年 10 月 31 日の COTVET の正式な設立と 14 名の COTVET 諮問委員任命を受け、2008 年

10 月に COTVET 事務局長が正式に任命されたが、その後の政権交代により COTVET 諮問委員



会が解散し、COTVET 技術スタッフの人選及び雇用、承認手続きが滞った。その後も人選作業は

なかなか進まず、本プロジェクトに携わる主要カウンターパートは、本調査時点で COTVET 事

務局長のみである。雇用方針が正式に承認された COTVET の職員 15 名（うち技術職員は 10 名）

のポストは、近日中に求人広告に出される予定である。

　CBT 方式の導入と官民連携を強化した TVET への理解向上のための取り組みについて、TVET
関連政府組織ではそれらが認知されるようになったが、産業界においてはこれらに関する認知度

はまだあまり高くなく、企業内実務訓練への協力もまだ得られていない。

　以上から、本調査時点における成果 1 の達成度はかなり限定的である。しかし、現在進められ

ている COTVET 技術スタッフの雇用により COTVET の調整及び監督機能が確立していくことで、

プロジェクト後半には本成果の達成度が高まっていく予定である。

成果 2：機械工学分野の需要主導型 TVET が試行校で実施されることにより、TVET 制度化に向

けた教訓が蓄積される。

　需要主導型 TVET 試行に必要な訓練パッケージ（訓練カリキュラム、シラバス、訓練モジュー

ル、訓練教材等）は、当初産業教育諮問委員会（ITAC）の業種別委員会と COTVET により開発

される予定だったが、これらの組織的設立と人員配置が遅れたため、急きょ試行校の指導員によ

り開発される措置をとった。しかしながら、本措置は当初の計画外のことであったため、各パイ

ロット訓練対象校（以下、施行校）における活動も必ずしも順調とはいい難く、3 つの試行校の

うち本調査時点でカリキュラム開発が完了し訓練が開始されたのは NVTI 1 校にとどまっている。

残り 2 校については 2009 年 10 月にカリキュラム開発を終え、訓練を開始する予定である。

　企業内実務訓練については、CBT 方式共通化委員会により方針案が準備されており、プロジェ

クト期間後半に開始する予定である。

　以上から、成果 2 の達成度は成果 1 よりは高いが、需要主導型 TVET の試行が開始された訓練

校が 1 校のみであることから、達成度は低い。成果 2 の達成を確実なものとするため、プロジェ

クト後半では、需要主導型訓練がまだ開始されていない試行校で早急に実施につなげ、既に開始

されている試行校においては、訓練の質及び指標 3、4 の達成度を注意深くモニタリングしてい

く必要がある。

成果 3：他分野における需要主導型 TVET 実施のための環境が整備される。

　プロジェクトチームは、需要主導型 TVET の普及に関心をもつ職業訓練団体に対し、プロジェ

クト活動に関するプレゼンテーションを実施するなど、他分野への普及に貢献する取り組みを

行ってきた。しかし、本成果は、成果 1 及び 2 がある程度達成されたのちに達成されるよう位置

づけられているため、本調査時点で実施につながった取り組みはあまり多くは行われておらず、

達成度は低い。

（2）プロジェクト目標

　需要主導型 TVET に基づく職能基準及び訓練パッケージの開発は、支援対象 3 分野のうち 1 分

野では完成しているものの、残り 2 分野では本調査時点で完了しておらず、またそれぞれの開発

過程を見直すと産業界のニーズを十分に反映した仕組みにはなっていないことから、開発済み

のものについても改善の余地があることが確認された。また、需要主導型 TVET 方式による訓

練実施についても、訓練パッケージ開発の進捗状況と同様、1 校でしか実現されていない。その

他、COTVET の実施体制も本調査時点でほとんど整理されておらず、国家職業訓練資格枠組み

と国家技能資格認定制度設立に関しては、現在のプロジェクトの進捗状況からかんがみて、実現



にはまだ時間を要すると考えられる。これらの状況にかんがみて、2011 年までのプロジェクト目

標の達成は困難であると判断せざるを得ない。一方で、活動が順調に進捗したとしても、現在の

COTVET 職員の配置状況や、その他活動の進捗状況を踏まえると、4 年間のプロジェクト期間で

国家職業訓練資格枠組みと国家技能資格認定制度設立までを視野に入れた目標を達成することは

容易でなく、現状に見合ったプロジェクトの内容に計画を見直す必要が考えられる。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

　本プロジェクトはガーナの「第 2 期成長及び貧困削減戦略（GPRS Ⅱ）」における開発重点基幹

3 分野のうち「民間セクター振興」及び「人的資源開発」のための支援に位置づけられ、また同

戦略が目標として掲げる「経済成長を通じた貧困削減」に貢献し得る。さらに、わが国の対ガー

ナ国別援助計画では、産業育成分野における戦略プログラムの 1 つとして産業人材育成支援が重

点分野として挙げられており、この点からも当該分野におけるプロジェクトの実施意義は高い。

　ただし、プロジェクト協力期間の中間期を過ぎても、ガーナ側のカウンターパートの人員配置

が十分になされておらず、プロジェクト活動の進捗や目標達成に大きな影響を及ぼしている。事

前評価調査の時点では、ガーナ政府の計画上、COTVET は本プロジェクトが開始するまでに正式

に設立される見込みであったが、2008 年 10 月下旬に COTVET 事務局長が正式就任した以降に発

生した新政権の省庁再編により、2009 年 1 月に COTVET の諮問委員会が解散し各ポストの雇用

及び承認手続きが滞る事態が発生したため、結果的に COTVET の正式な設立が大幅に遅れるこ

ととなった。本件による影響はプロジェクトの根幹にかかわる重要な事項であるが、相手国政府

の政権交代を事前に把握するのは困難であり、さらに本件の場合、プロジェクト開始後 1 年以上

経過してから発生した事態であったため、回避するのは不可能だったといわざるを得ない。今後

はCOTVET職員が円滑に配置されていくよう、プロジェクトからも支援を行っていく必要がある。

　以上のとおり、本プロジェクトの妥当性は両国の政策との関係及びプロジェクト計画の論理的

整合性という点を総合的に判断し、比較的高いといえる。

（2）有効性

　試行校 3 校のうち本調査時点でパイロット訓練を実施している訓練校は NVTI 1 校のみであり、

プロジェクトの有効性を検討するには時期尚早である。また、試行校の教員を動員して開発され

た訓練パッケージには、本プロジェクトがめざす需要主導型 TVET とするために不可欠な産業界

からの働きかけが十分になされていない等の改善の余地があるため、プロジェクト後半ではこれ

ら質を確保するための仕組みづくりと、同パッケージによって実施される訓練のモニタリングの

実施及びその結果を訓練内容にフィードバックすることが必要である。

　以上から、プロジェクトの有効性の測定は現段階では時期尚早ではあるものの、各試行校にお

いて成果達成に向けた基盤が徐々に形成されつつあるため、成果の達成に向けてこれまで以上に

スピードを上げて取り組むことが重要である。

（3）効率性

　本プロジェクトでは、主要カウンターパートである COTVET のスタッフの雇用が進められて

いない等の状況を受け、試行校の教員を中心に作業グループを結成して各試行校で訓練パッケー

ジの開発を行う等、  臨機応変に対応してきた点は高く評価できる。また、  これを実現するにあ

たっては、試行校での取り組みに従事するためプロジェクトで雇用したテクニカルオフィサーが、

自身の経験とガーナ側関係者との関係を構築する等して大きく貢献した。



　一方で、日本人専門家のなかに職業訓練に係る技術指導及び、CBT 方式の訓練指導に関する専

門性を有した人材配置がなされなかった点は、日本側からガーナの TVET 取りまとめ機関である

COTVET に対し、適時技術的な助言を行うことを難しくし、この点においてプロジェクト活動の

投入が適当でなかったといえる。この背景には、専門家公募及び公示の際に、応募者の間口を広

げるためあえて CBT 方式訓練といった用語で条件を限定しなかったことが要因のひとつとして

考えられる。日本人材に専門家候補が少ないことがあらかじめ判明している分野については、日

本人材が強みをもつ異なる切り口から課題解決を図る可能性を検討することが、日本の知見を生

かした実現性の高い取り組みを実施するのに効果的である。

　以上の観点から、本調査時点でのプロジェクトの効率性はやや低いが、今後の投入計画の見直

しによって大いに改善していけると判断することができる。

（4）インパクト（見込み）

　上位目標達成の見込みは現時点ではみられないものの、プロジェクトによって生じた正のイン

パクトとして、NVTI において直接的な支援対象でない年次の訓練生に対しても需要主導型方式

訓練を導入し始めたこと、ATTC において独自の予算を使って CBT オリエンテーションワーク

ショップを開催する予定があることなどが挙げられる。

　一方、手法の異なる他ドナーの CBT 訓練がガーナ国内で混在することが負のインパクトとし

て挙げられる。本プロジェクトの有効性をより高めていくには、ガーナ国内で TVET 分野支援を

行う他ドナーとの調整も必要となってくる。

　以上から、プロジェクトのインパクトの測定は現段階では時期尚早ではあるものの、上述のと

おり正のインパクトの発現に向けた基盤が形成されつつあると判断できる。

（5）自立発展性

　政策支援の持続性は高いと考えられるが、プロジェクトの自立発展性には COTVET 及び他の

TVET 実施機関の設立及び、スタッフの迅速な雇用と彼らの能力開発が急務であり、これを支え

るためのガーナ側の予算状況が不安定であることが確認されているため、需要主導型 TVET に基

づく訓練の更なる展開の可能性を現時点で検討するのは時期尚早である。

　需要主導型 TVET 訓練を受けた訓練生がその技能を十分に生かして産業界に受け入れられるよ

うになるためには、彼らの職能や技術力を正しく証明するための認証システムが、国家レベルで

確立されることも重要な課題である。

　以上から、プロジェクトの自立発展性の判断は現段階では時期尚早であり、今後は自立発展性

の確保に向け、今まで以上に積極的に取り組んでいく必要がある。

３－３　結　論

　結論として、本プロジェクトは、カウンターパートの配置が大幅に遅れていることを主要因とし

て当初の計画どおりに進んでおらず、諸活動の進捗が遅れているため、全体的に現時点で成果を測

るのは時期尚早ではある。ただし、テクニカルオフィサーを中心として、試行校教員等を動員して

活動を進める等の臨機応変な対応をとったことや、それに応えた試行校教員の努力は高く評価でき

る。

　今後は、残りのプロジェクト期間内に取り組み可能なことに主軸を置いて、着実に成果を出して

いく必要がある。



４．提言と教訓

４－１　提　言

（1）COTVET 設立支援

　成果 1 で言及している COTVET に対する直接支援に関しては、プロジェクトによる能力開発

等の取り組み以前に COTVET が十分に機能できる状態で設立される必要があるため、まずはガー

ナ側の COTVET 設置に向けた自助努力を大いに期待したい。

　他方、本プロジェクトが計画している COTVET への直接支援について、残りの限られた協力

期間を有効活用するためにも、取り組み可能な範囲を関係者間で明確にしておく必要がある。そ

の際、既に成果が出始めている試行校における取り組みを重点的に支援することが、これまでの

投入の成果を効果的かつ飛躍的に発揮する観点から重要である。

（2）需要主導型 TVET システムの開発支援

　本プロジェクトで試行中の需要主導型訓練について、その作成過程や本調査時点における完成

度合いから判断すると、モデルとしてきた CBT 方式訓練にはレベルが到達していないことが確

認された。プロジェクトの残り協力期間が限られていることから、プロジェクト後半では、活動

対象を絞って集中的に取り組んでいくことが肝要である。見直しにあたってのポイントは以下の

とおり。

　1）産業界及び民間セクターからの承認

　本来の「CBT」とは、  産業界の需要を職業訓練現場に反映するための手法であるが、 本プロ

ジェクトで作成した教材とマニュアルは、産業界及びその他の関係機関からの意見が十分に反

映される場を設けることなく作成された。同訓練を受けた訓練生が産業界のニーズに応え得る

技能を有するためには、今後は、産業界等と共に内容を精査し、必要に応じて改良していく仕

組みを構築していくことが必要である。

　また、本来であればこれら教材やマニュアルの内容は、訓練が開始される前に産業界及び民

間セクターから承認される必要があるが、現状は一部の試行校で既に訓練が始まっていたり、

開始間近であることを踏まえると、近い将来こうした試行校から輩出される卒業生が産業界で

受け入れられるための仕組みづくり、例えば指導員が卒業生の就職を斡旋したり、卒業生の就

職先に足を運び企業から卒業生の評価を聞いて次期支援に反映するなどの体制を図ることが必

要である

　2）パイロット訓練の実施

　パイロット訓練を実施する学校・訓練機関は、教員の配置も含めた訓練計画を作成する必要

がある。これら、訓練計画の作成及びパイロット訓練の指導・監督を行うために、職業訓練計

画を管轄できる専門家の配置が望ましい。

　3）企業内実務訓練

　CBT 訓練の一環として実施される企業内実務訓練について、その訓練内容及び、準備の進め

方、実施時期等について、受入先企業の関係者と速やかに合意する必要がある。

　4）パイロット訓練のフィードバック

　パイロット訓練期間中には、訓練生の技能習熟度及び需要主導型訓練の内容についてそれぞ

れ評価を行う必要がある。しかしながら、現時点におけるプロジェクト活動の進捗状況を勘案

すると、これらの取り組みはプロジェクトの終了後まで実施がずれ込むことが見込まれるため、

プロジェクト期間中に実施するパイロット訓練の結果が次期訓練の計画段階に正しくフィード

バックされるよう、プロジェクト期間中に必要な実施ガイドラインを作成することが望ましい。

　また、訓練生の技能習熟度の測定については、訓練計画に従って彼らの技能獲得レベルを評

価できるようなモニタリングと評価の仕組みづくりが必要である。



４－２　教　訓

（1）プロジェクト開始時点におけるカウンターパート機関の存在

　本件では、プロジェクト開始後に発生した政権交代等の影響を受け、COTVET の職員の配置

が大幅に遅れたため、しばらくは政策レベルでのカウンターパートが実質不在という状態が続い

た。そのために、COTVET の能力開発自体が遅れたことはもちろん、COTVET が中心となって

取り組むことが予定されていた他の活動にも影響し、プロジェクト活動全体が遅延する結果と

なった。技術協力を実施するにあたっては、カウンターパートの存在が不可欠であるため、事前

評価調査の時点でカウンターパートが確保できない等の懸念が万一確認された場合には、プロ

ジェクト開始時期の変更や、プロジェクト活動内容を見直す等、協力の枠組みを柔軟に検討する

ことが必要である。

（2）在外主管案件に対する、本部からの適切な支援の必要性

　高い専門性を必要とするプロジェクトを在外事務所主管で実施する場合、早い段階から在外事

務所と当該分野の担当課題部間において必要な情報や教訓を共有する機会を設け、支援体制を強

化することがプロジェクトの適切な運営管理を行ううえで望ましい。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　（1）経　緯

　ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、技術教育・職業訓練（Technical and 
Vocational Education and Training：TVET）は複数の関係省庁が独自の教育訓練を実施しており、

教育訓練の内容やレベルに一貫性がなく、かつ各主管省庁による労働力の供給主導となって

おり、教育または訓練の内容も理論中心であるため、産業界が求める人材を育成することが

困難な状況にある。このため、わが国は2000年から約1年半にわたって「技術教育計画開発

調査」をガーナと共同で実施し、産業界のニーズに適合したレベルの教育を実施し、所要の

技術能力を獲得する需要主導型TVETの導入が産業人材育成に対するひとつの方策であると

の結論を得た。

　ガーナはこの提言を受け入れ、CBT（Competency-Based Training）方式を取り入れた「需要

主導型TVET」が同国のTVET政策に採用される運びとなり、2006年 7月には技術教育・職

業訓練評議会（Council for TVET：COTVET）設立法が国会で可決成立した。また、同法に基

づき2007年11月には、産業人材育成の監督調整機関であるCOTVETが正式に設置された。

　JICAはこうしたTVET実施体制の準備を支援してきたが、COTVET発足を受け、COTVET
を主たるカウンターパート機関とした技術協力プロジェクトを開始することとしてガーナ国

側と合意した。本プロジェクトは、雇用社会福祉省管轄のNVTI（National Vocational Training 
Institute）及び教育省管轄のATTC（Accra Technical Training Center）とアクラポリテクニック

（Accra Polytechnic）を試行校として、各校で機械工学分野（上述の 3校において順に、電気 /
電子工学、溶接、プラントエンジニアリング）を支援対象分野とし、COTEVT等TVET実施

機関の組織能力強化及び試行校の教育・訓練実施能力向上を通じてCBT方式訓練の実施体

制を確立することを目標に、2007年4月から2011年3月までの予定で事業を実施している。

　なお、本プロジェクトで導入している「CBT方式訓練」の定義は、「CBT方式の概念を取

り入れた本プロジェクトオリジナルの訓練方式」であり、一般に理解されているCBT訓練

と区別するために、「需要主導型TVET」と呼んでいる。

　（2）中間評価の目的

①　プロジェクトの進捗及び目標・成果の達成見込みを確認し、5項目評価を行う。

②　プロジェクトの今後の改善に向けた提言や他の類似案件への教訓を抽出する。

③　これら調査結果をガーナ政府と、ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）に署名して合意

する。
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１－２　調査団の構成

　調査団の構成は以下のとおり。

No 指導科目 氏　名 所　　属

1 団　長 佐藤　仁 JICA ガーナ事務所　次長（事業担当）

2 技術教育・職業訓練 中野　頼明 （財） 海外職業訓練協会　海外協力課　技術顧問

3 技術教育・職業訓練計画 武藤　小枝里 JICA 人間開発部　高等技術教育課　特別嘱託

4
評価分析 坪根　千恵 グローバルリンクマネージメント （株）

社会開発部ジュニア研究員

5 調査管理 小島　早永 JICA 人間開発部　高等技術教育課　職員

6 協力計画 1 若杉　裕司 JICA ガーナ事務所　所員（教育産業班長）

7
協力計画 2 オウス・ママ JICA ガーナ事務所　在外専門調整員

（教育アドバイザー）

１－３　調査日程

　調査期間：2009年8月9日（日）～同8月30日（日）

No. Date Time Content

坪根（評価分析）
中野（TVET)、武藤（TVET計画）
小島（調査管理）

1 8月9日 日 移動（成田⇒アクラへ）
2 8月10日 月 18:50 18：50アクラ着 (KL589)
3 8月11日 火 8:10-13:00 プロジェクトスタッフ全体/個別ヒアリング

13:30-14:30 JICA事務所打合せ
15:00-17:00 COTVETへのヒアリング

4 8月12日 水 9:00-10:30 GET（TVET局）へのヒアリング
11:00-12:30 NCTEへのヒアリング
14:00-16:30 パイロット校へのヒアリング・視察（分野；Accra Politechnic）

17:00-18:00 ノンパイロット校（Vocational Training for Female）へのヒアリング・視察

5 8月13日 木
9:00-10:00 企業ヒアリング（電気分野；Ghana Electronics Servicing Technicians Association

(GESTA)）

10:30-11:30
企業ヒアリング（電気・溶接分野；Association of Ghana Industries(AGI)）

14:30-16:30
ノンパイロット校へのヒアリング・視察（溶接分野；Tema Technical Institute-Welding）

6 8月14日 金 9:00-10:00 GET FUNDへのヒアリング
午後 資料分析・整理

7 8月15日 土 資料分析・整理
8 1 8月16日 日 資料分析・整理 移動（成田⇒アクラへ）
9 2 8月17日 月 午前 資料分析・整理 18:50 アクラ着（KL589)

20:30-21:30 JICA事務所打合せ
10 3 8月18日 火 8:10-12:30 プロジェクトスタッフ全体/個別ヒアリング

13:00-14:00 JICA事務所打合せ
14:30-15:15 教育省へのヒアリング
15:30-17:00 COTVETへのヒアリング

11 4 8月19日 水 8:30-10:30 パイロット校へのヒアリング・視察（ATTC）
11:00-11:30 パイロット校へのヒアリング（NVTI本部）
12:15-13:00 パイロット校へのヒアリング（NVTI訓練校）
14:30-16:00 ノンパイロット校へのヒアリング・視察（電気分野；NVTI Dansoman-Electronics)

12 5 8月20日 木 8:30-12:00 プロジェクト課題共有ワークショップの開催
13:30-15:30 プロジェクトスタッフ（テクニカルオフィサー）個別ヒアリング
16:15-17:30 貿易産業省へのヒアリング

13 6 8月21日 金 9:00-10:00 パイロット校へのヒアリング・視察（溶接分野；NVTI訓練校）
10:30-11:30 企業ヒアリング（エンジニア；TV3）
14:00-15:00 NABPTEXへのヒアリング
15:30-17:00 プロジェクトスタッフ（チーフアドバイザー）へのヒアリング

14 7 8月22日 土
15 8 8月23日 日
16 9 8月24日 月 8:30-19:00 M/M 協議（JICA事務所）
17 10 8月25日 火 8;30-10:30 M/M 協議（プロジェクトスタッフ、JICA事務所）

12:00-13:00 世界銀行へのヒアリング
14:00-15:30 M/M 協議（COTVET）
16:00-18:00 M/M 協議（プロジェクトスタッフ、JICA事務所）

18 11 8月26日 水 8:30-12:00 中間レビュー評価調査結果に係るステークホルダー・ミーティング
PM 資料分析・整理

19 12 8月27日 木 8:30- M/M Meeting @JICA 1a or COTVET
PM 資料分析・整理

20 13 8月28日 金 8:30-9:15 M/M 署名交換
10:00-12:00 事務所打合せ（フローチャート）
13:30-14:30 在ガーナ日本大使館への報告
21:05 アクラ⇒成田へ (KL590)

21 14 8月29日 土
22 15 8月30日 日

資料分析・整理

機中
成田着

資料分析・整理
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１－４　主要面談者

　調査団は、教育省、COTVET、各試行校、日本大使館、JICA事務所等を訪問し、面談を行った。

主要な面談者は付属資料１の Annex 2のとおり。

１－５　中間レビュー調査の方法

　中間レビュー調査は、プロジェクトの実施期間の中間時点において、プロジェクトの実績と実

施プロセスを把握し、「JICA 事業評価ガイドライン（2004年1月）」に基づき評価5 項目の観点か

ら評価を行い、その結果、必要に応じて当初計画の見直しや運営体制の強化を図ることを目的と

する。

　本調査に適用される評価5項目の各項目の定義は表１－１のとおりである。 本調査では、妥当

性と効率性の視点に重点を置き、有効性及びインパクトは「予測」、自立発展性は「見込み」の

観点から確認していくこととする。

　本調査では、文献調査、質問票調査、インタビュー調査、現場視察、協議を通じて、評価 5項
目の観点（表１－１）から、プロジェクトの進捗状況について評価を行った。2007年 4月 1日付

のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM、以下、「PDM」）を基本

的な計画とみなすこととした。

表１－１　評価 5項目

評価項目 評価の視点

妥当性

（Relevance）
プロジェクト目標及び上位目標とプロジェクトに関連する政策との整合性、受益

者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理的整合性を検証する。

有効性

（Effectiveness）
プロジェクト目標の達成の見込みとそれに対する成果の貢献度を分析する。

効率性

（Efficiency）

投入が成果にどのようにどれだけ転換されたか、投入された資源の質、量、手段、

方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施過程における効率性を検証す

る。

インパクト

（Impact）
プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。

自立発展性

（Sustainability）
プロジェクト終了後もプロジェクト実施による便益が持続されるか否かの見通し

をマネジメント的、財務的、組織的観点から検証する。

　また、先方関係者、特にガーナのTVET統括機関となるCOTVETの「オーナーシップ」を重視

するため、本調査期間中に各試行校関係者をはじめ、産業界や他ドナー等本プロジェクトの関係

者を幅広く招集し、プロジェクトの枠組みや進捗状況、その課題などを自ら認識できるワーク

ショップを開催した。詳細は付属資料１のAnnex 6のとおり。

　１－５－１　主な調査項目と情報・データ収集方法

　　（1）主な調査項目

　主な調査項目は、本調査の枠組みとして「プロジェクト実績・実施プロセス」と「5項
目評価」を設定し、それぞれの評価グリッドを作成した。評価グリッドの設問では、中間

レビュー調査の目的を考慮して、①評価設問、②判断基準・方法、③データ・情報源、④
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データ収集方法、を示した（評価グリッドの詳細結果は付属資料１のAnnex 4を参照）。

　　（2）情報・データ収集方法

　情報・データ収集方法については、表１－２に示したとおりである。

表１－２　情報・データ収集方法の目的と主な情報源

情報・データ

収集方法
目　的 主な情報源

資料調査 プロジェクトの実績に関連する資料

のレビュー、5 項目評価の根拠とな

る情報・データの収集

進捗報告書（実施運営総括表）

専門家業務結果報告書

専門家業務完了報告書

テ ク ニ カ ル オ フ ィ サ ー Quarterly 
Activity Report

インタビュー プロジェクト実績、プロセスと進捗

状況の確認、評価 5 項目に関する評

価設問に関する関係者の意見などの

収集

関係者へのインタビュー。主要関係

者（COTVET、専門家、テクニカル

オフィサー）には、調査開始前に質

問票を配布

視　察 各試行校内の施設・設備（調査時期

は夏季休暇のため、授業参観は実施

せず）の視察を通じ、訓練実施に必

要な資機材の投入・適切な管理状況

を確認。専門家とカウンターパート

間の業務利便性の確認

試行校教官室

試行校実習室

COTVET 執務室

専門家作業室

　１－５－２　調査実施上の制約と留意点

　本中間レビュー調査時点で既にいくつかのプロジェクト活動に遅れが確認されたことから、

残りのプロジェクト期間を考慮すると、優先的に取り組むべき活動を整理し、PDMを修正す

る必要があることを関係者間で確認した。本調査期間中は、各活動の関係を再整理し、それぞ

れに優先順位を付し、活動フローチャート（案）を作成する作業まで行った（付属資料２参照）。

調査終了後は、COTVET及び JICAガーナ事務所が主体的にこのフローチャート（案）を参考

にPDMの修正作業を行うことを予定している。
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第２章　プロジェクト概要

２－１　ガーナ側実施機関

　本プロジェクトでは、技術教育・職業訓練評議会（Council for TVET：COTVET）をカウンターパー

ト機関とし、雇用社会福祉省管轄の国立職業訓練センター（National Vocational Training Institute：
NVTI）及び教育省管轄のアクラ技術訓練センター（Accra Technical Training Center：ATTC）、Accra 
Polytechnic（アクラポリテクニック）の 3校を試行校として位置づけ、各校において機械工学分

野（各校にてそれぞれ電気 /電子工学、溶接、プラントエンジニアリング）をパイロット分野とし、

対象分野でのCBT方式による訓練の本格導入に必要なパイロット訓練を準備・実施中である。

２－２　協力概要

　討議議事録（R/D）で合意されたPDMの内容は以下のとおり。

　（1）上位目標

　　1）需要主導型TVETを導入するTVET教育機関が増加する。

　　2）資格認定制度が運用されている。

　（2）プロジェクト目標

　TVET実施機関の組織強化、人材育成及び需要主導型TVETに基づく教育・訓練の試行を

通じ、需要主導型TVET導入に係る実施体制が強化される。

　（3）成　果 
成果1：COTVETが設置され、TVET実施機関の組織能力及び政策運営能力が獲得される。

成果2：機械工学分野の需要主導型TVETが試行校で実施されることにより、TVET制度化に

向けた教訓が蓄積される。

成果3：他分野における需要主導型TVET実施のための環境が整備される。

　（4）活　動

1-1 TVET 実 施 機 関〔COTVET、 産 業 諮 問 委 員 会（Industrial Training Advisory Committee：
ITAC）、 国 家 技 術 職 業 教 育・ 訓 練 資 格 認 定 委 員 会（National TVET Qualifications 
Committee：NTQC）、訓練品質監督委員会（Training Quality Assurance Committee：TQAC）、
機械工学分野の業種諮問委員会等〕の設立支援

1-2 COTVET及びその他TVET実施機関職員への訓練、技術支援の実施

1-3 機械工学分野のCBT試行校の選択と試行訓練コースの絞り込み

1-4 TVET実施機関における機械工学分野の職能基準、資格認定基準、カリキュラムの開発

及び定期的な更新制度の確立

1-5 CBT実施に関する官民協調促進及び関連省庁の理解促進を目的としたワークショップ等

の開催及びマスメディア、インターネット等を利用した広報活動の実施 
1-6 上記活動のモニタリング及び評価

2-1 各試行校における機械工学分野のシラバス作成、訓練モジュール開発及び定期的な更新
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制度の確立

2-2 試行校における訓練教材の作成

2-3 試行校教員等に対するカリキュラム開発及び教授法訓練の実施

2-4 機械工学分野のCBTの試行

2-5 機械工学分野での企業OJTの試行

2-6 試行校における訓練の評価及び評価結果の訓練への反映

2-7 TVET実施機関による上記活動のモニタリング及び評価

2-8 TVET実施機関による上記活動から得た教訓の他TVET教育機関へのフィードバック

3-1 ニーズ調査の実施及び調査手法の導入支援

3-2 COTVETによるニーズ調査結果の開示及びCBT教育機関の情報提供の促進

3-3 機械工学分野以外での業種諮問委員会設立支援

3-4 機械工学分野以外でのCBT導入に関するセミナーまたはワークショップ等の実施

3-5 上記活動のモニタリング及び評価
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第３章　プロジェクトの実績と達成状況

３－１　投入実績

　３－１－１　日本側

　JICA 側からプロジェクトへの主な投入は以下のとおりである。詳細は添付資料１の Annex 5
を参照のこと。

　　（1）長期専門家

　プロジェクト開始時の 2007 年 4 月から 2009 年 7 月 31 日現在まで、計 2 名のチーフア

ドバイザーが派遣され、合計 19.6 月 / 人分が投入された。前任は、2007 年 4 月から 2008
年 2 月まで派遣された。後任は 2008 年 4 月から 2008 年 11 月までと、2009 年 6 月から

2009 年 12 月までの 2 度に分けて派遣される予定である。

　業務調整員も同じく 2 名が派遣されており、2007 年 4 月から 2009 年 7 月 31 日現在まで

計 24.4 月 / 人分が投入された。前任は 2007 年 4 月から 8 月まで、後任は 2007 年 12 月か

ら 2009 年 12 月までの予定で派遣されている。

　　（2）テクニカルオフィサー

　本プロジェクトではガーナ人の技術スタッフ（テクニカルオフィサー）が 2 名雇用され

ている。彼らは諸外国における CBT 訓練に係る豊富な経験を有しており、1 名は TVET 実

施機関の組織化及びカリキュラム開発担当、もう 1 名は指導員訓練及び学生向けパイロッ

ト訓練の実施を担当し、2007 年 4 月から現在までそれぞれ 27.9 月 / 人分、27.6 月 / 人分が

継続投入されている。

　　（3）研修員受入れ

　これまで 8 名のカウンターパートが本邦での研修を受講した。うち 2 名は 2008 年 11 月

に TVET 管理に関する研修を 14 日間、残る 6 名は 2008 年 11 月から 12 月にかけて教材開

発と教授法に関する研修を 39 日間受講した。また、本調査終了後の 2009 年 9 月には、教

育省の事務次官や COTVET 諮問委員会委員長ら 2 名を対象に技術教育管理に関する研修

を 14 日間実施する予定である。

　　（4）機材供与

　2009 年 7 月 31 日の時点で、プロジェクト機材供与の実績は、1 億 1,172 万円 1 である。

NVTI には電気・電子工学分野の機器が、アクラポリテクニックにはプラントエンジニア

リング分野の機器が供与された。ATTC からは最終的な機材供与購入申請が提出されてい

ないため、本調査時点では具体的な供与手続きには至っていない。

　　（5）現地業務費

　2009 年 7 月末時点で、日本側現地業務費として合計 3,908 万 8,000 円投入された。内訳

は、2007 年度 1,954 万 4,000 円、2008 年度 1,671 万 6,000 円、2009 年度 282 万 8,000 円であ

1　2009 年 8 月 28 日時点の為替レート（1 米ドル＝ 94.43 円）を適用。
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る。これらの業務費はテクニカルオフィサーの給与、ワークショップ実施、プロジェクト

広報用リーフレット 500 部の印刷、ベースライン調査報告書の印刷、NVTI のラボラトリー

の修理・改装、プロジェクト事務所の機器の買い替えなどを含むプロジェクト運営のため

の費用として使われた。

　３－１－２　ガーナ側

　　（1）オフィス・スペースと運営管理費

　ATTC 内 に 仮 の 技 術 教 育 制 度 化 支 援（Technical and Vocational Education and Training 
Support：TVETS）プロジェクトオフィスが供与されており、光熱費・水道などの費用は

ATTC によって負担されている。カウンターパート機関である COTVET オフィスには旧

NACVET（National Coordinating Committee for Technical and Vocational Education and Training：
国家技術教育・職業訓練調整委員会）事務所が充てられているが、現在、同事務所の一部

に TVETS のプロジェクトオフィスを構えるため、COTVET オフィスは改装が行われてい

る。TVETS プロジェクトの COTVET オフィスへの移転は 2010 年 1 月以降の予定である。

　　（2）カウンターパートの確保

1）中央レベル：COTVET 事務局長、教育省並びに NVTI 本部の関係者が配置されている。

2）学校レベル：NVTI（4 名）、ATTC（5 名）、アクラポリテクニック（8 名）のそれぞれ

の教員により各学校において作業グループが編成され、訓練シラバス、カリキュラム及

び教材開発、さらにパイロット訓練の実施などの活動にあたっている。

　　（3）各試行校におけるワークショップ活動経費

　各試行校からは、ワークショップ参加者に対する参加費及び交通費、配布資料のコピー

代等が賄われている。

３－２　活動実績	

　本中間レビュー調査時点における、本プロジェクトの主な活動実績は以下のとおりである。

表３－１　活動実績

計　画 活動実績（2009 年 8 月 20 日時点）

成果 1：COTVET が設置され、TVET 実施機関の組織能力及び政策運営能力が獲得される。

1-1　TVET 実施機関 
（COTVET、ITAC、
NTQC、TQAC、機械工

学分野の業種諮問委員

会等）の設立支援

•	プロジェクト開始から半年経過した 2007 年 10 月の COTVET 設立

後、遅れていた COTVET 事務局長の任命を促すため、JICA プロ

ジェクトチームと JICA ガーナ事務所は COTVET 諮問委員会及び

教育省と密に連絡を取り、情報の収集と事務局長任命の催促に当

たった。その後 COTVET 事務局長は COTVET 設立 1 年後の 2008
年 10 月に任命された。

•	前述した COTVET 設立の遅れ、同事務局長任命の遅れ、及び

2009 年 1 月の政権交代に伴う COTVET 諮問委員会の解散により

COTVET は十分に機能せず、本調査時点で ITAC、NTQC、TQAC な
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どの COTVET の下部機関は設立されていない。しかし、JICA プ

ロジェクトチームは COTVET の機能が確立してから迅速に下部機

関の設立が行えるよう、2008 年 5 月にガーナ全国商工会議所連合

会を、2008 年 7 月にクマシの企業 3 件（トヨタ、ネオプラン、ギ

ネス）及びガーナ経営者協会を訪れ、ITAC 設立のための支援及

び参加を要請するなどの準備活動を行った。

1-2　COTVET 及 び そ の 他

TVET 実施機関職員へ

の訓練、技術支援の実

施

• COTVET 事務局長及び教育省 GES 次長が 2008 年 11 月に TVET
管理の国別研修を 14 日間受講した。

• NABPTEX、教育省 GES、パイロット訓練機関からの代表計 6 名

が 2008 年 11 月から 12 月にかけて教材開発と教授法の国別研修を

39 日間受講した。

1-3　機械工学分野の需要主

導型 TVET 試行校の選

択と試行訓練コースの

絞り込み

•	試行校 3 校とそれぞれの試行コースが以下のとおり選択された。

•	NVTI：電気 / 電子工学分野

•	アクラポリテクニック：プラントエンジニアリング分野

•	ATTC：溶接分野

1-4　TVET 実施機関におけ

る機械工学分野の職能

基準、資格認定基準、

カリキュラムの開発及

び定期的な更新制度の

確立

• COTVET 技術スタッフ不在のため、本活動は成果 2 の下で各試行

校の教員から成る作業グループにより実施された。

• 国家レベルの職能基準及びカリキュラムは、試行校から得られる

フィードバックを基に、試行校で使用されたものを改良する形で

開発される予定であるが、試行校での活動が遅延しているため、

国家レベルの職能基準とカリキュラムの策定は、いまだ取り組み

予定がたっていない。

1-5　需要主導型 TVET 実施

に関する官民協調促進

及び関連省庁の理解促

進を目的としたワーク

ショップ等の開催及び

マスメディア、インター

ネット等を利用した広

報活動の実施

• 広報活動として、JICA プロジェクトチームはガーナの主要新聞

社（グラフィック・コミュニケーションズ、ガーニアン・タイム

ズ、クロニクル等）及び通信社を訪問し、編集者・記者にプロジェ

クトの概要を説明した。その結果、JICA の取り組み、本プロジェ

クトの概要、COTVET 及び TVET に係る新しい動きが、2008 年 6
月から 7 月にかけて 7 つの記事となり掲載された。

• プロジェクトの広報用パンフレットを 500 部作成し、関連政府機

関及び産業界に配布した。

• プロジェクトの内容を説明する広報資料を作成し、関連政府機関

及びメディアに配布した。

• 2008年7月16日のNVTIの機材授与式にマスメディアを招待した。

• 官民協調促進のためのシンポジウム並びにワークショップは、プ

ロジェクト期間後半の COTVET のスタッフ雇用後に実施する予

定。

1-6　上記活動のモニタリン

グ及び評価

• 進捗状況はチーフアドバイザーの四半期報告書により JICA に報告

された。

• 詳細な活動計画及び PDM の指標あるいは代替指標に基づいた活動

のモニタリングは実施されていない。

成果 2：機械工学分野の需要主導型 TVET が試行校で実施されることにより、TVET 制度化に向け

た教訓が蓄積される。
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2-1　各試行校における機械

工学分野のシラバス作

成、訓練モジュール開

発及び定期的な更新制

度の確立

• 需要主導型訓練試行に係るベースライン調査がプロジェクトのテ

クニカルオフィサーにより実施され、2008 年 12 月に報告書が提

出された。

• 訓練パッケージ（訓練カリキュラム、シラバス、訓練モジュール、

訓練教材）開発にあたり、需要主導型 TVET 方式にのっとった産

業界のニーズアセスメント調査が NVTI によって実施され、調査

報告書が提出された。その調査結果を基に NVTI 作業グループは

電気 / 電子工学分野の職能基準、カリキュラム、学習教材、アセ

スメント・ツールを作成した。ATTC は企業との簡易インタビュー

実施により、アクラポリテクニックは産業界との会議により産業

界のニーズを調査し、現在、訓練パッケージを作成中である。

• COTVET による今後の CBT 方式訓練の計画作成及び実施を支援

するため、ガイドライン及びマニュアル（カリキュラム開発ガイ

ドライン等、詳しくは付属資料１. ミニッツ内 Annex5 の「（7）成

果品一覧」を参照）が作成された。

• 企業内実務訓練に関するガイドライン及び訓練教材は、2009 年後

半以降に国家方針（訓練期間、認定単位数、コンテンツ等）が決

まりしだい作成する予定。

• 各試行校の作業グループを対象とした CBT 訓練パッケージ開発

ワークショップが、2008 年 3 月から NVTI とアクラポリテクニッ

クを対象に、2008 年 8 月から ATTC を対象に開始した。ワーク

ショップは、①産業界のニーズ調査、②産業界ニーズの訓練プロ

グラムへの取り込み、③学習教材の開発、④学習評価指標の開発、

⑤訓練指導者（ファシリテーター）と評価者のトレーニング、⑥

オリエンテーションプログラムの実施、⑦品質確保のための指標

開発、⑧内部及び外部検定者向けの研修、⑨システム検定者向け

の研修、について実施された。ワークショップ参加人数について

は表３－２を参照のこと。

2-1　試行校における訓練教

材の作成

2-1 試行校教員等に対する

カリキュラム開発及び

教授法訓練の実施

2-4　機械工学分野の需要主

導型 TVET の試行

• CBT 方式による訓練は、NVTI（電気 / 電子工学分野）において

2009 年 3 月から、35 名の新入生を対象に開始された。アクラポ

リテクニック（プラントエンジニアリング分野）及び ATTC（溶

接分野）では 2009 年 10 月以降に開始の予定である。

• 2007 年度及び 2008 年度に NVTI に電気 / 電子工学分野の機材が供

与され、2008 年度にアクラポリテクニックにプラントエンジニア

リング分野の機材が供与された。ATTC に対する機材は CBT の実

技開始前に供与される予定である。

2-5　機械工学分野での企業

内実務訓練の試行

• 企業内実務訓練の試行は 2009 年後半以降に、実施の詳細・方針

が決まりしだい開始される予定である。

2-6　試行校における訓練の

評価及び評価結果の訓

練への反映

• NVTI 及び ATTC でのパイロット訓練の評価は 2010 年 1 月から

3 月に実施される予定である。アクラポリテクニックでの評価は

2012 年度に実施予定である

2-7　TVET 実施機関による

上記活動のモニタリン

グ及び評価

• CBT 方式訓練試行のモニタリング指標がテクニカルオフィサー

によって作成され、各試行校に配布された。既に試行が開始され

た NVTI ではそのツールに基づいたモニタリングが行われている。

テクニカルオフィサーは NVTI でのモニタリング結果の確認及び
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毎週 1 回の授業観察結果を基に、教員へのコメントの還元やアド

バイスを行っている。ATTC 及びアクラポリテクニックのモニタ

リングは、CBT 方式訓練の試行が 2009 年 10 月開始しだい実施予

定である。

2-8　TVET 実施機関による

上記活動から得た教訓

の他 TVET 教育機関へ

のフィードバック

• 本活動は試行校による CBT 方式訓練の実績がある程度得られるプ

ロジェクト終了前（2011 年 1 ～ 3 月）に実施を予定している。

成果 3：他分野における需要主導型 TVET 実施のための環境が整備される。

3-1　ニーズ調査の実施及び

調査手法の導入支援

• プロジェクトチームは 2007 年 8 月にニーズ調査のためのガイド

ラインを作成した。実際のニーズ調査は 2009 年度内に政府の工

業政策が策定される予定のため、その政策を待ってから実施の是

非を含め再度の検討を予定している。

3-2　TVET 実施に係るプラ

イベート・セクターの

参加促進支援 2

• 1-1 の 2 点目 及び 1-5 の 1 点目から 4 点目と同様である。

3-3　機械工学分野以外での

ITAC の業種諮問委員会

（ITAC Sub-committee）
設立支援

• 本活動は ITAC の設立が遅れていることからまだ実施されていな

い。

3-4　機械工学分野以外での

需要主導型 TVET 導入

に関するセミナーまた

はワークショップ等の

実施

• ガーナ側の要請を受け、プロジェクトチームは 2008 年 6 月にガー

ナ雇用主協会、2008 年 11 月に技術学校長協会、2008 年 12 月に

産業機会センターにて TVET 改革及び CBT に関し説明発表を行っ

た。

• プロジェクトチームは 2008 年 11 月に職業訓練分野で活動する

NGO である VTF から要請を受け、CBT オリエンテーションワー

クショップを実施した。

3-1　上記活動のモニタリン

グ及び評価

• インパクト調査は 2010 年に実施予定である。

 

2　活動 3-2 は英文 PDM と和文 PDM とで内容が異なっている。英文 PDM が原文であり、現地でのミニッツも英文 PDM により署

名されているため、JICA ガーナ事務所及びプロジェクトチームの了解を得、ここでは英文 PDM の活動を和文に訳し記載した。

表３－２　成果２に係るワークショップ実績

対象：アクラポリテクニック作業グループ

No トピック 期　間 参加者数

1 職能基準作成 2008 年 3 月 17 ～ 19 日 12

2 職能基準最終化 2008 年 6 月 2 ～ 5 日 10

3 ユニット作成手法 2008 年 9 月 9 ～ 11 日 13

4 ユニット作成 2008 年 10 月 5 ～ 6 日 9

5 ユニット作成 2008 年 10 月 30 日 11
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6 ユニット作成 2008 年 12 月 9 日 8

7 ユニット作成 2009 年 2 月 16 ～ 20 日 14

8 ユニット作成 2009 年 5 月 28 ～ 29 日 12

9 学習教材作成 2009 年 6 月 25 ～ 26 日 13

10 学習教材作成 2009 年 7 月 21 ～ 22 日 9

11 学習教材作成 2009 年 8 月 18 ～ 19 日 10

対象：ATTC 作業グループ

No トピック 期　間 参加者数

1 職能基準作成 2008 年 8 月 26 ～ 28 日 23

2 職能基準最終化 2008 年 10 月 15 日 17

3 ユニット作成 2008 年 12 月 3 ～ 4 日 10

4 ユニット作成 2009 年 1 月 22 日 16

5 ユニット作成 2009 年 2 月 10 日 19

6 ユニット作成 2009 年 3 月 10 ～ 11 日 16

7 ユニット作成 2009 年 4 月 15 ～ 17 日 17

8 補助教材及び学習教材作成 2009 年 5 月 11 ～ 15 日 17

9 学習教材作成 2009 年 6 月 10 ～ 12 日 14

10 学習教材作成 2009 年 7 月 15 ～ 17 日 10

11 ファシリテーター及び検定者トレーニング 2009 年 8 月 11 ～ 13 日 11

対象：NVTI 作業グループ

No トピック 期　間 参加者数

1 職能基準作成 2008 年 3 月 11 ～ 13 日 10

2 職能基準最終化及びユニット作成手法 2008 年 7 月 2 ～ 4 日 11

3 学習教材作成 2008 年 10 月 21 ～ 23 日 17

4 学習教材作成 2008 年 10 月 21 ～ 23 日 17

5 ファシリテータートレーニング 2008 年 11 月 24 ～ 25 日 13

6 CBT ファシリテーション手法 2008 年 12 月 10 ～ 12 日 14

7 評価者及び内部検定者トレーニング 2009 年 5 月 20 ～ 22 日 24

8 学習教材作成 2009 年 6 月 16 ～ 18 日 11

9 電気 / 電子工学外部検定者トレーニング 2009 年 7 月 27 ～ 28 日 8

10 学習教材作成 2009 年 7 月 29 ～ 31 日 10
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３－３　成果（アウトプット）達成状況　

　（1）成果 1

成果 1 COTVET が設置され、TVET 実施機関の組織能力及び政策運営能力が獲得される。

指　標 1）TVET 実施機関が設立される。

2）広報を通じて政府機関及び産業界の需要主導型 TVET についての理解が向上する。

　2007 年 10 月 31 日の COTVET の正式な設立と 14 名の COTVET 諮問委員任命を受け、

2008 年 10 月に COTVET 事務局長が正式に任命された。しかし、2009 年 1 月の政権交代に

より COTVET 諮問委員会が解散したため、8 名の総務や経理スタッフを除く COTVET の技

術職員雇用・承認などの手続きが滞り、本プロジェクトに直接的に携わるカウンターパート

は事務局長ただ一人という状態が続いている。COTVET の 2009 年活動計画によると、技術

職員の雇用は 3 月から 6 月にかけて行われる予定であったが、8 月の本調査時点でまだ開始

されていない。しかし、7 月に新しい諮問委員 15 名が任命され、2009 年 8 月時点で 10 名の

技術職員を含む合計 15 ポストの職員の雇用が正式に承認されており、間もなく求人広告が

出される予定である。

　他方、COTVET の事業費は 2009 年 4 月まで支出されておらず、また、最終的に支出され

た額も計画額を下回っていたため、COTVET 内には 25 から 30 のポストがあるにもかかわら

ず、2009 年の予算状況では 15 名しか雇用できない見込みである。

　以上の理由から、COTVET はいまだその業務を十分に遂行できない状態であり、1 点目の

指標の TVET 実施機関となる ITAC、ITAC の業種別委員会、NTQC 及び TQAC 等の設立は困

難であった。

　2 点目の指標に関しては、本調査団は、プロジェクトチームが需要主導型 TVET の導入と

官民連携強化の重要性の理解向上を目的とした提唱を行い、関連政府組織ではそれらが認知

されていることを確認した。他方、産業界における需要主導型 TVET の導入と官民連携の重

要性に関する認知度はまだあまり高くなく、企業内実務訓練への産業界の協力もまだ得られ

ていない状況である。

　本調査時点における成果 1 の達成度はかなり限定的である。しかし、現在進められてい

る COTVET 技術スタッフの雇用により COTVET の調整及び監督機能が確立していくことで、

プロジェクト後半には本成果の達成度が高まっていく予定である。

　（2）成果 2

3　和文 PDM においては「機械工学分野において学生が需要主導型 TVET を受講する」という指標も設定されているが、英文 PDM
においては設定されていないため、ここでは省いた。

成果 2 機械工学分野の需要主導型 TVET が試行校で実施されることにより、TVET 制度化に

向けた教訓が蓄積される。

指　標 1）試行校での機械工学分野の需要主導型 TVET 試行に必要な訓練パッケージ（訓練

カリキュラム、シラバス、訓練モジュール、訓練教材等）が開発される。

2）機械工学分野での需要主導型 TVET 導入に関する教員訓練が実施される。

3）試行校での訓練について民間企業が機械工学分野での企業内実務訓練に参加する。

4）試行校卒業生の就業機会が拡大する（卒業生 1 人当たりの有効求人倍率の増加度、

卒業生の就職率の増加度等で評価する）。3
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　指標 1 に関し、当初の計画では、訓練パッケージは TVET 訓練機関の代表者、産業界、研

究者等から成る ITAC業種別委員会とCOTVET技術職員により開発される予定となっていた。

しかし、プロジェクト開始当初は COTVET が十分に機能していなかったために ITAC を組織

化することができず、代替措置として、それぞれの試行校の教員から成る作業グループによっ

て訓練パッケージ（訓練カリキュラム、シラバス、訓練モジュール、訓練教材等）を開発す

ることとした。NVTI では 2008 年 12 月までに必要な訓練パッケージが開発された。アクラ

ポリテクニックにおいては当初 2008 年 9 月までに訓練パッケージを開発し、2008 年度内に

試行を開始する予定であったが、訓練パッケージ開発が遅れた（詳しくは「４－２  阻害・

貢献要因の検証」を参照）。本調査時点では、ATTC とアクラポリテクニックの訓練パッケー

ジの開発は 2009 年 10 月初旬までには完了する予定とされている。各校の教員は通常の教員

としての業務に加え、訓練パッケージ作成の業務を担うことになったため、当該作業に充て

る時間の確保が難しく、パッケージ作成業務が遅滞しがちであったといえる。

　なお、開発された訓練パッケージの質に関しては「３－４ プロジェクト目標達成の見通し」

を参照ありたい。

　指標 2 に関し、NVTI では、2009 年 1 月の需要主導型訓練の開始にあわせ、教員向け訓練

も実施されたが、ATTC とアクラポリテクニックでは訓練パッケージの作成にあわせ、2009
年 10 月ごろに実施の予定である。

　指標 3 に関しては、企業内実務訓練はまだ始まっていないものの、COTVET が主導し

て教育省、雇用社会福祉省、国家技術者試験認証委員会（National Accreditation Boad for 
Professional and Technician Examinations ： NABPTEX）、主要TVET訓練機関、本プロジェクトチー

ム、その他関連機関の代表から成る CBT 方式訓練共通化委員会を組織し、企業内実務訓練

の方針案を作成するなど、準備活動は行われている。2009 年 9 月に予定されている TVET
関係者会議では前述の CBT 方式訓練共通化委員会、産業界、他ドナー等、ガーナにおける

TVET の関係者が一堂に会し、企業内実務訓練の方針案を含むさまざまな CBT 方式訓練共

通化に係る議論を行い、  COTVET 諮問委員に提出する予定となっている。よって、 本プロ

ジェクト範囲における企業内実務訓練は、本方針が COTVET にて承認されたのちのプロジェ

クト期間後半に開始される予定である。

　成果 2 の達成度は成果 1 のそれよりも高いが、需要主導型 TVET の試行が始まったのが 1
校のみであることから、達成度は低い。成果 2 の達成を確実なものとするため、プロジェク

ト後半では、まだ需要主導型訓練が実施されていない試行校においては早急に実施につな

げ、既に開始している試行校においては、訓練の質及び指標 3、4 の達成度を注意深くモニ

タリングしていく必要がある。

　（3）成果 3

成果 3 他分野における需要主導型 TVET 実施のための環境が整備される。

指　標 1）ニーズ調査を通じて機械工学分野以外の需要主導型 TVET の導入予定分野が選定

される。

2）需要主導型 TVET への参画企業数が増加する。

3）機械工学分野以外の需要主導型 TVET 導入に関するセミナーまたはワークショッ

プが開催される。

4）機械工学分野以外の業種諮問委員会が設立される。
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　現在の PDM 上では、成果 3 は成果 1 及び 2 がある程度達成されたのちに達成されるよう

構成されているため、本調査時点では成果 3 に関する活動はほとんど行われておらず、達成

度も低い。指標 1 に関しては、ガーナ側が想定する調査規模が、日本側が予定していたもの

とは異なり、センサス調査のような大規模なものであることがプロジェクト開始後に判明し

た。プロジェクト開始後に日本及びガーナ関係者間で行った協議の結果、至急の対策として、

ニーズ調査は既存の文書を収集・分析して行われることとなった。本プロジェクト独自のニー

ズ調査は、2009 年度内に策定される予定の政府の産業政策の結果を待って、その実施の是

非も含め今後再検討を行う予定である。

　指標 3 に関し、プロジェクトチームは職業訓練分野で活動する NGO 団体“Vocational 
Training for Female （VTF）”が計画した CBT オリエンテーションワークショップの開催促進

を行った。VTF は本プロジェクトが取り扱っている需要主導型 TVET 方式訓練を接客業ま

たは旅行業の分野で導入したいと計画しているが、今後の更なる VTF 支援については、本

調査終了後のプロジェクト活動の焦点が絞られてから再検討する予定である。その他の分野

への支援としては、プロジェクトチームは教育分野及び産業界の会合に出席し、需要主導型

TVET 方式訓練を紹介するプレゼンテーションを行うなど精力的に取り組んだ。

３－４　プロジェクト目標達成の見通し

プロジェクト

目標

TVET 実施機関の組織強化、人材育成及び需要主導型 TVET に基づく教育・訓練の

試行を通じ、（国家職業訓練資格枠組みと国家技能資格認定制度設立を主導する）

需要主導型 TVET 導入に係る実施体制が強化される 4。

指　標 1）需要主導型 TVET による機械工学分野（パイロット分野）での該当職能基準

レベルの職能基準及び訓練パッケージ（訓練カリキュラム、 シラバス、訓練モ

ジュール、訓練教材等）が作成される。

2）訓練生が各試行校において需要主導型訓練を受ける。

3）機械工学分野での職能基準レベルの修了率が 70% 以上となる。

　指標 1 に関しては、成果 2 の指標 1 と同様である。NVTI では既に訓練パッケージが開発され、

需要主導型 TVET に基づく試行訓練が始まっているが、ATTC とアクラポリテクニックでは、訓

練パッケージ開発は 2009 年 9 月に終了予定、需要主導型 TVET 方式訓練の試行は 9 月の新学期

から開始予定である。

　上述のとおり需要主導型訓練は、3 校中最も進んでいる試行校でもまだ試行が始まったばかり

であり、指標 2 及び 3 の達成には至っていない。なお、試行訓練コースの修了時期は、最も訓練

期間の短い NVTI で 2010 年 10 月を予定しており、プロジェクト終了間近になる見込みである。

　本プロジェクトで実施する訓練の「質」を確保するため、本調査団は、これまで各試行校にて

開発済み、もしくは現在開発中の訓練パッケージの内容を調査した。その結果、各訓練校で教授

されるべき内容に一部不足があること、新しいカリキュラムは以前のカリキュラムをユニット形

式で書き直したものにすぎず、内容については一般的に認知されている CBT 方式のように産業

界等から関係者を招き十分な精査を経て改訂されたものではないことが確認され、改良の必要性

4　和文では国家職業訓練資格枠組みと国家技能資格認定制度設立については書かれていないが、ここでは英文 PDM と内容を合わ

せるため、括弧内に付け加えた。
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があるという結論に至った。すなわち、これまでに作成したカリキュラムだけでは細目ごとの訓

練の流れを常に確認・検討できるような視覚化された訓練ユニット・ツリー構造の図表が作成さ

れておらず、真に必要な訓練ユニットが確認しにくい状態である。

　訓練パッケージを開発した各試行校の作業グループも、自らが開発した教材の質を懸念してい

ることが本調査時に開催したワークショップで確認された。具体的には、パッケージ開発にあ

たって産業界の参加を十分に得られていないために産業界のニーズを十分に反映できていないこ

と、どの分野のユニットを追加あるいは補強したらよいかの適正判断を行う手段がないこと、作

業グループの専門的知識が十分でなかったこと、教材開発のために必要なコンピューターや参考

文献などが十分に入手できなかったこと等から、作成したパッケージの質に対する疑問や産業界

のニーズに合致しているか等の不安の声が上げられた。

　実際、同作業グループにより作成された教材のなかで定義されている作業実習の技術レベルは

基礎的な内容にとどまり、この教材で指導を受けた生徒が企業内実務訓練を受けた場合には、自

身の所属校における訓練と企業現場における作業とのレベルの格差に困惑することが推測され

る。これらは、従来から TVET 訓練機関と産業界との連携が弱いために、教材開発過程において

産業界からの理解や協力が十分に得られなかったことに加え、TVET 訓練機関の教員が新しい方

式を用いたシラバスやカリキュラムの開発を担えるほどには能力が高くなかったことが主な要因

と考えられる。

　さらに、プロジェクト目標の内容を吟味すると、COTVET の実施体制はまだほとんど整ってお

らず、国家職業訓練資格枠組みと国家技能資格認定制度設立に関しては、現在のプロジェクトの

進捗状況からかんがみて、実現にはまだ時間を要すると考えられる。これらの状況にかんがみて、

2011 年 3 月までのプロジェクト目標の達成は困難であると判断せざるを得ない。一方で、活動

が順調に進捗したとしても、現在の COTVET 職員の配置状況や、その他活動の進捗状況を踏ま

えると、4 年間のプロジェクト期間で国家職業訓練資格枠組みと国家技能資格認定制度設立まで

を視野に入れた目標を達成することは容易でなく、現状に見合ったプロジェクトの内容に、計画

を見直す必要が考えられる。
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第４章　評価結果

４－１　評価 5 項目による分析

　４－１－１　妥当性

　本プロジェクトはガーナの「第 2 期成長及び貧困削減戦略（GPRS Ⅱ）」における開発重点

基幹 3 分野のうち「民間セクター振興」及び「人的資源開発」のための支援に位置づけられ、

また同戦略が目標として掲げる「経済成長を通じた貧困削減」に貢献し得る。さらに、わが国

の対ガーナ国別援助計画では、産業育成分野における戦略プログラムの 1 つとして産業人材育

成支援が重点分野として挙げられており、この点からも当該分野におけるプロジェクトの実施

意義は高い。

　ただし、プロジェクト協力期間の中間期を過ぎても、ガーナ側のカウンターパートの人員配

置が十分になされておらず、プロジェクト活動の進捗や目標達成に大きな影響を及ぼしてい

る。ガーナ政府の計画上、事前評価調査の時点では COTVET が本プロジェクト開始前までに

正式に設立される見込みであったが、2008 年 10 月下旬に COTVET 事務局長が正式就任した以

降、新政権の省庁再編によって 2009 年 1 月に COTVET の諮問委員会が解散し、各ポストの雇

用及び承認手続きが滞る事態が発生したため、結果的に COTVET の正式な設立が大幅に遅れ

ることとなった。しかしながら、相手国政府の政権交代を事前に把握するのは大変に困難で

あり、さらに本件の場合プロジェクト開始後 1 年以上経過してから発生した事態であったため、

回避するのは不可能だったといわざるを得ない。今後は COVTET 職員の配置が円滑になされ

るよう、プロジェクトからも支援を行っていく必要がある。

　以上のとおり、本プロジェクトの妥当性は両国の政策との関係及びプロジェクト計画の論理

的整合性という点を総合的に判断し、比較的高いといえる。

　４－１－２　有効性

　試行校 3 校のうち本調査時点でパイロット訓練を実施している訓練校は NVTI 1 校のみであ

り、プロジェクトの有効性を測るには時期尚早である。また、試行校の教員を動員して開発さ

れた訓練パッケージには、本プロジェクトがめざす需要主導型 TVET とするために不可欠な産

業界からの働きかけが十分になされていない等の改善の余地があるため、プロジェクト後半で

はこれら質を確保するための仕組みづくりと、同パッケージによって実施される訓練のモニタ

リングの実施及びその結果を訓練内容にフィードバックすることが必要である。

　以上から、プロジェクトのインパクトの測定は現段階では時期尚早ではあるものの、各試行

校において成果達成に向けた基盤が徐々に形成されつつあるため、成果の達成に向けてこれま

で以上にスピードを上げて取り組むことが重要である。

　４－１－３　効率性

　本プロジェクトでは、主要カウンターパートである COTVET のスタッフの雇用が進められ

ていない等の状況を受け、試行校の教員を中心に作業グループを結成して各試行校で訓練パッ

ケージの開発を行う等、臨機応変に対応してきた点は高く評価できる。また、これを実現する

にあたっては、試行校での取り組みに従事するためプロジェクトで雇用したテクニカルオフィ

サーが、自身の経験とガーナ側関係者との関係を構築する等して大きく貢献した。
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　一方で、日本人専門家のなかに職業訓練に係る技術指導及び、CBT 方式の訓練指導に関す

る専門性を有した人材配置がなされなかった点は、日本側からガーナの TVET 取りまとめ機関

である COTVET に対し、適時技術的な助言を行うことを難しくし、この点においてプロジェ

クト活動の投入が適当でなかったといえる。この背景には、専門家公募及び公示の際に、応募

者の間口を広げるためあえて CBT 方式訓練といった用語で条件を限定しなかったことが要因

のひとつとして考えられる。日本人材に専門家候補が少ないことがあらかじめ判明している分

野については、日本人材が強みをもつ異なる切り口から課題解決を図る可能性を検討すること

が、日本の知見を生かした実現性の高い取り組みを実施するのに効果的である。

　以上の観点から、本調査時点でのプロジェクトの効率性はやや低いが、今後の投入計画の見

直しによって大いに改善していけると判断することができる。

　４－１－４　インパクト（見込み）

　上位目標達成の見込みは現時点ではみられないものの、プロジェクトによって生じた正のイ

ンパクトとして、NVTI において直接的な支援対象でない年次の訓練生に対しても需要主導型

方式訓練を導入し始めたこと、ATTC において独自の予算を使って CBT オリエンテーション

ワークショップを開催する予定があることなどが挙げられる。

　一方、手法の異なる他ドナーの CBT 訓練がガーナ国内で混在することが負のインパクトと

して挙げられる。本プロジェクトの有効性をより高めていくには、ガーナ国内で TVET 分野支

援を行う他ドナーとの調整も必要となってくる。

　以上から、プロジェクトのインパクトの測定は現段階では時期尚早ではあるものの、上述の

とおり正のインパクトの発現に向けた基盤が形成されつつあると判断できる。

　４－１－５　自立発展性

　政策支援の持続性は高いと考えられるが、プロジェクトの自立発展性には COTVET 及び他

の TVET 実施機関の設立、スタッフの迅速な雇用と彼らの能力開発が急務であり、これを支え

るためのガーナ側の予算状況が不安定であることが確認されているため、需要主導型 TVET に

基づく訓練の更なる展開の可能性を現時点で検討するのは時期尚早である。

　需要主導型 TVET 訓練を受けた訓練生がその技能を十分に生かして産業界に受け入れられる

ようになるためには、彼らの職能や技術力を正しく証明するための認証システムが、国家レベ

ルで確立されることも重要な課題である。

　以上から、プロジェクトの自立発展性の判断は現段階では時期尚早であり、今後は自立発展

性の確保に向け、今まで以上に積極的に取り組んでいく必要がある。

 
４－２　阻害・貢献要因の検証

　４－２－１　計画・内容に関すること

　　（1）効果発現に貢献した要因

　本プロジェクトが雇用した 2 名のテクニカルオフィサーは、当該分野の専門性と各種

ワークショップ等で発揮したファシリテーター能力などによりカウンターパートから厚い

信頼を集め、その結果、当初プロジェクトの作業主体と想定していなかった各試行校教員

を訓練パッケージ開発に巻き込むことに成功し、結果的に成果 2 の進捗に大きく貢献した
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ため、本プロジェクトにおける彼らの貢献は特筆に値する。現在のガーナ側の状況をかん

がみると、引き続き試行校教員の協力が必要となってくることから、プロジェクト後半も

テクニカルオフィサーを中心に試行校教員を巻き込みながらプロジェクト活動を推し進め

ていくことが必要である。

　　（2）問題点及び問題を惹起した要因

　　　1）COTVET の機能不全

　プロジェクト開始後に起きたガーナ側の政権交代の結果、本プロジェクトの主要カ

ウンターパートである COTVET の職員が迅速に配置されてこなかった点は予測できな

い事項であったとはいえ、プロジェクトの進捗に多大な影響を与えた。また、COTVET
がいまだ完全な組織として十分に機能しきれていない状態は本プロジェクトの多くの

活動を滞らせている主要因であることから、プロジェクト後半も引き続き COTVET ス

タッフの迅速な配置に向けて強力に支援していくことが重要である。

　　　2）プロジェクトチーム内での専門性の不足

　上述のとおり、テクニカルオフィサーの活動で、プロジェクトチームとしては CBT
及び機械工学分野に関する必要な技術的投入を行うことができたが、日本人専門家にそ

うした専門性を有する人材を配置できなかったために、プロジェクトチーム内における

情報共有や実施方針の検討が円滑に行われにくく、プロジェクトチームから COTVET
に対して技術的アドバイスをタイムリーに行うことを難しくさせた。このことで、試行

校教員によって開発された訓練パッケージの質についての判断や、専門家の追加派遣の

必要性についても十分に認識できなかったといえる。

　４－２－２　実施プロセスに関すること

　　（1）効果発現に貢献した要因

　　　　特に確認されなかった。

　　（2）問題点及び問題を惹起した要因　

　本プロジェクトは、制度政策に貢献する部門と、試行校におけるパイロット現場に対す

る支援部門とに大きく二分されるが、プロジェクト内における包括的な監督及びモニタリ

ングシステムの確立が十分でなく、プロジェクトチーム内で課題等を共有できるような詳

細な活動計画がたてられていなかった。そのため、プロジェクトの構成員が活動の進捗状

況や問題点について共通の認識をもつことが困難となり、結果的にプロジェクト全体とし

て問題を事前に予測して対策を講じたり、問題が深刻化する前にプロジェクトの方向性を

調整するなどの対策がとりにくいことがあった。

４－３　結　論

　結論として、本プロジェクトは、カウンターパートの配置が大幅に遅れていることを主な要因

とし、当初の計画どおりに進んでいなかったり、諸活動の進捗が遅れているため、全体的に現時

点で成果を測るのは時期尚早ではあるが、テクニカルオフィサーを中心として、試行校教員等を

動員して活動を進める等の臨機応変な対策を図ったことや、それに応えた試行校教員の努力は高
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く評価できる。

　今後は、残りのプロジェクト期間内に取り組み可能な活動に主軸を置き、着実に成果を出して

いく必要がある。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

　（1）COTVET 設立支援

　成果 1 で言及している COTVET に対する直接支援に関しては、プロジェクトによる能力

開発等の取り組み以前に COTVET が十分に機能できる状態で設立される必要があるため、

まずはガーナ側の COTVET 設置に向けた自助努力を大いに期待したい。

　他方、本プロジェクトが計画している COTVET への直接支援について、残りの限られた

協力期間を有効活用するためにも、取り組み可能な範囲を関係者間で明確にしておく必要が

ある。その際、既に成果が出始めている試行校における取り組みを重点的に支援することが、

これまでの投入の成果を効果的かつ飛躍的に発揮する観点から重要である。

　（2）需要主導型 TVET システムの開発支援

　本プロジェクトで試行中の需要主導型訓練について、その作成過程や本調査時点におけ

る完成度合いから判断すると、モデルとしてきた「CBT 方式訓練」にはレベルが到達して

いないことが確認された。プロジェクトの残り協力期間が限られていることから、プロジェ

クト後半では、 活動対象を絞って集中的に取り組んでいくことが肝要である。改良するにあ

たってのポイントは以下のとおり。

　　　1）産業界及び民間セクターからの承認

　本来の「CBT」とは、産業界の需要を職業訓練現場に反映するための手法であるが、

本プロジェクトで作成した教材とマニュアルは、産業界及びその他の関係機関からの意

見が十分に反映される場を設けることなく作成された。同訓練を受けた訓練生が産業界

のニーズに応え得る技能を有するためには、今後は、産業界等と共に内容を精査し、必

要に応じて改良していく仕組みを構築していくことが必要である。

　また、本来であればこれら教材やマニュアルの内容は、訓練が開始される前に産業界

及び民間セクターから承認される必要があるが、現状は一部の試行校で既に訓練が始

まっていたり、開始間近であることを踏まえると、近い将来こうした試行校から輩出さ

れる卒業生が産業界で受け入れられるための仕組みづくり、例えば指導員が卒業生の就

職を斡旋したり、卒業生の就職先に足を運び企業から卒業生の評価を聞いて次期支援に

反映するなどの体制を図ることが必要である。

　　　2）パイロット訓練の実施

　パイロット訓練を実施する学校・訓練機関は、教員の配置も含めた訓練計画を作成す

る必要がある。これら、訓練計画の作成及びパイロット訓練の指導・監督を行うために、

職業訓練計画を管轄できる専門家の配置が望ましい。

　　　3）企業内実務訓練

　CBT 訓練の一環として実施される企業内実務訓練について、その訓練内容及び、準

備の進め方、実施時期等について、受入先企業の関係者と速やかに合意する必要がある。

　　　4）パイロット訓練のフィードバック

　パイロット訓練期間中には、訓練生の技能習熟度及び需要主導型訓練の内容について

それぞれ評価を行う必要がある。しかしながら、現時点におけるプロジェクト活動の進



－ 22 －

捗状況を勘案すると、これらの取り組みはプロジェクトの終了後まで実施がずれ込むこ

とが見込まれるため、プロジェクト期間中に実施するパイロット訓練の結果が次期訓練

の計画段階に正しくフィードバックされるよう、プロジェクト期間中に必要な実施ガイ

ドラインを作成することが望ましい。

　また、訓練生の技能習熟度の測定については、訓練計画に従って彼らの技能獲得レベ

ルを評価できるようなモニタリングと評価の仕組みづくりが必要である。

５－２　教　訓

　（1）プロジェクト開始時点におけるカウンターパート機関の存在

　本件では、プロジェクト開始直後にガーナ政権交代等の影響を受けてカウンターパートと

なる COTVET の職員の配置が大幅に遅れたため、しばらく実質的に政策レベルでのカウン

ターパート不在の状態が続いた。そのために、COTVET の能力開発自体が遅れたことはも

ちろん、COTVET を中心に実施する予定であった他の活動にも影響し、プロジェクト活動

全体が遅延する結果となった。技術協力を実施するにあたっては、カウンターパートの存在

が不可欠であるために、事前評価調査の時点でカウンターパートが確保できない等の懸念が

万一確認された場合には、プロジェクト開始時期の変更や、プロジェクト活動内容を見直す

等、協力の枠組みを柔軟に検討することが不可欠である。

　（2）在外主管案件に対する、本部からの適切な支援の必要性 
　高い専門性を必要とするプロジェクトを在外事務所主管で実施する場合、早い段階から在

外事務所と当該分野の担当課題部間において必要な情報や教訓を共有する機会を設け、支援

体制を強化することが、プロジェクトの適切な運営管理を行ううえで望ましい。
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　Annex 6 ： CBT パイロット活動ワークショップ記録（2009 年 8 月 20 日）
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